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研究開発センターの活動 
＜ 総 括 ＞ 
 設置目的 
 
本センターは、我が国の保健医療福祉分野の課題に対して、学際的な観点から地域に根差した研究開発
を促進する研究拠点として活動するとともに、広く社会に貢献することを目指す。 
 
研究開発センターの方針 
 
研究開発センターはその目的を達成するため、次の方針に基づき活動する。 
 1) 学内の研究能力を高めるとともに、研究に関する相談・支援機能を強化する。 
 2) 外部研究費による大型研究を中心に据えた研究活動を展開する。 
 3) 高い能力をもつ研究者を配置する。 
 
 その上で２０１７年度は、以下に示す４事業を重点項目として取り組んだ。 
 ◆地域包括ケアシステムに関する４つのプロジェクト研究を継続する。 
 ◆研究開発センターシンポジウムを開催する。 
 ◆２０１８年度から実施する新規プロジェクトの計画を立案する。 
 ◆新たに設置された教授２名を中心に学内の研究能力向上に取り組む。 
 
組織 
 
２０１７年度は副学長が研究開発センター長を兼務し、センターを統括する体制とした。 
４月に専任教授２名を迎え、教員の研究スキル向上を図るために研究状況の調査、研究相談を目的とし
た学習会の定期開催を実施するとともに、官庁からの事業補助金を得て研究活動にも取り組んだ。 
 
 所属教員及び所属員 
 
   研究開発センター長  鈴木 玲子 
          教授  川越 雅弘 
          教授  飯岡 由紀子 
    事務局 担当部長  金井 宏一 
      事務局 主幹  大関 和久 
      事務局 主任  佐藤 嘉之 
 
         研究員  吉田 真季 
       研究補助員  海老原 直子 
       研究事務員  小助川 亜依子 
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 活動実績 
 
１．プロジェクトの推進 
１）２０１６年度から継続する４件のプロジェクトに対しては、プロジェクト会議を年２回開催し、セン
ター所属教授などからも助言を得て、研究内容をブラッシュアップしながら取り組んだ。うち２件は
２年間の成果を最終報告に取りまとめて報告した。 
２）２０１８年度から新規に取り組むプロジェクト３件の研究テーマとプロジェクトリーダーを決定し、
研究計画を策定した（資料１）。 
３）プロジェクトや研究者の支援体制の強化として特任教員の雇用を検討するなど人的体制の整備に取り
組んだ。 
 
２．研究支援活動 
１）研究活動状況の現状分析 
・学内研究費による支援研究（大学推進研究、学長指定研究および指定継続研究）の成果分析とヒアリ
ング調査（１１件）を通して、次年度以降の学内研究支援の方向性を検討した。 
・常勤教員に研究活動状況調査を実施し、研究の取り組みにおける課題を抽出した。（資料２） 
・常勤教員の英語論文の掲載状況、文部科学省科学研究費獲得研究の成果を整理した。（資料３） 
 
２）２０１８年度文部科学省科学研究費申請に関する支援 
・研究費申請区分の大幅な変更があった為、８月と９月の２回にわたり説明会を実施した。 
・研究計画から申請書類作成、研究内容の相談などの個別相談に飯岡教授が対応した。 
 
３）研究に関する勉強会の開催（資料４） 
・研究活動に対する意見交換の場として「Café研究ナビ」を６～９月に５回開催し、看護学科や社会福
祉こども学科の教員、大学院生（博士前期課程、博士後期課程）の参加があった。 
・１０月以降には、大学院科目とコラボレートして研究手法を中心とした学習会を１２回実施し、看護
学専修で学ぶ大学院生と若手教員、大学院修了生の参加があった。 
 
３．受託研究に向けた活動 
１）「地域包括マッチング事業」への参加（資料５） 
平成２９年度厚生労働省老人保健健康増進等事業である多様な社会資源を活かした『地域包括ケア推進』
環境づくりに関する調査研究事業（略称：地域包括マッチング事業）が２０１８年２月２７日にさいたま
新都心で開催され、川越教授が参加した。「埼玉県立大学研究開発センターが果たすべき役割とは―市区町
村の地域マネジメント力強化への貢献」をテーマに説明した。 
 
２）埼玉県福祉部および保健医療部と埼玉県立大学との意見交換会、そのほか埼玉県の各部局や市区町村 
の関係部署とも意見交換の場を作り、次年度以降の受託研究や研究交流について調整した。 
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 ４．センター所属員の研究活動 
 
・競争的資金等の研究 
鈴木 玲子 研究開発センター長 教授 
2014 
～2017年度 
科学研究費助成事業 
（学術研究助成基金助成金）
基盤研究（C) 
研究 
代表者
看護師のキャリア開発に資するPBLを活用した教育
プログラムの検証 
2016 
～2018年度 
科学研究費助成事業 
（学術研究助成基金助成金）
基盤研究（C) 
研究 
分担者
地域包括ケアの充実に向けた家族への教育支援プ
ログラムの開発 
 
 
 
川越 雅弘 教授 
2015 
～2017年度 
厚生労働科学研究費補助金 
(長寿科学政策研究事業) 
研究 
代表者
要介護高齢者の生活機能向上に資する効果的な生
活期リハビリテーション／リハビリテーションマ
ネジメントのあり方に関する総合的研究 
2016 
～2017年度 
厚生労働行政推進調査事業費
補助金 
(政策科学総合研究事業(政策
科学推進研究事業)) 
研究 
代表者
在宅医療・在宅看取りの状況を把握するための調査
研究  
2015 
～2017年度 
厚生労働科学研究費補助金 
(長寿科学政策研究事業) 
研究 
分担者
生活行為障害の分析に基づく認知症リハビリテー
ションの標準化に関する研究 
2017年度 厚生労働行政推進調査事業費
補助金 
(厚生労働科学特別研究事業)
研究 
分担者
保健医療福祉関係職種の基礎教育課程の移行及び
対人支援を行う専門職に共通して求められる能力
とその教育方法に関する研究 
2017年度 厚生労働行政推進調査事業費
補助金 
(地域医療基盤開発推進研究
事業) 
研究 
分担者
医療従事者の需給に関する研究 
2017年度 平成29年度老人保健事業推進
費等補助金 
(老人保健健康増進等事業) 
研究 
代表者
在宅医療・介護連携推進事業に係る効果的な事業の
推進方法と評価に関する調査研究事業 
2017年度 平成29年度老人保健事業推進
費等補助金 
(老人保健健康増進等事業) 
研究 
代表者
訪問・通所リハビリテーションのデータ収集システ
ムの活用に関する調査研究事業 
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 飯岡由紀子 教授 
2014 
～2017年度 
科学研究費助成事業 
（学術研究助成基金助成金）
基盤研究（B） 
研究 
代表者
日本におけるがん看護外来のアウトカム評価指標
の開発とがん看護外来の有効性の検討 
2016 
～2018年度 
科学研究費助成事業 
（学術研究助成基金助成金）
挑戦的萌芽研究 
研究 
代表者
看護系大学の臨地実習における合理的配慮の構造
化とFD・SDプログラム開発 
2015 
～2017年度 
科学研究費助成事業 
（学術研究助成基金助成金）
基盤研究（C) 
研究 
分担者
看護基礎教育における主体性育成教育プログラム
の開発と教育効果 
 
・受託研究 
川越 雅弘 教授 
2017年度 日本医師会 研究 
代表者
地域医師会と市町村の連携強化を通じた在宅医
療・介護連携の推進に関する研究 
 
 
 
５．その他 
１）研究開発センターシンポジウム２０１７を２０１８年１月に埼玉県立大学で開催した。 
２）２０１８年度から実施する自治体職員と研究者らの勉強会「定期セミナー」の開催準備に取り掛かり、
埼玉県関係部局との調整を開始した。 
３）研究開発センター室の移転 
研究員の増加が見込まれることから、研究開発センター室をより広い部屋に移転した。 
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資料１ 
２０１８年度開始の新プロジェクト 
 
保健医療福祉分野の課題の中より、多職種連携に関する研究を２件、市町村支援に関する研究１
件を新たに取り組むプロジェクトに決定した。 
多職種連携に関する研究の一つである「プロジェクトD」は、多職種のアセスメントの統合化を通
じて、ケアマネジメント力強化を図ることを目的とした研修カリキュラム及びテキスト開発を行う
ものである。二つ目の「プロジェクトE」は、がん医療者のコーディネート能力向上のプログラム開
発を目的としている。市町村支援に関する研究「プロジェクトF」は、地域社会で子どもを育むため
のプログラム開発を目的としている。次年度は、継続プロジェクト２件に加えて、前述の３つのプ
ロジェクトを加えて研究を推進する。 
 
プロジェクトＤ 
統合アセスメントの推進に関する研究 
研究リーダー 川越 雅弘（大学院研究科・研究開発センター教授） 
学内メンバー 田口 孝行（理学療法学科教授） 
臼倉 京子（作業療法学科准教授） 
柴山志穂美（看護学科准教授） 
学外メンバー 柴崎 智美（埼玉医科大学医学部社会医学准教授） 
細谷 治 （城西大学薬学部薬剤学講座准教授） 
野口 祐子（日本工業大学生活環境デザイン学科教授） 
勝木 祐二（日本工業大学生活環境デザイン学科准教授） 
野上めぐみ（越谷市医師会在宅医療連携拠点コーディネーター） 
阿部 佳子（医療法人社団やまと 日吉慶友クリニック） 
磯野 祐子（地域まるごとケアステーション川崎） 
神原 舞子（㈱ピュア・ハート 訪問看護ステーション・青い空） 
井上 まや（つくば栄養医療調理製菓専門学校） 
 
プロジェクトＥ 
シームレスながん医療を促進するコーディネート能力向上プログラムの開発と有効性の検討 
研究リーダー 飯岡由紀子（大学院研究科・研究開発センター教授） 
学内メンバー 金野 倫子（共通教育科教授） 
大場 良子（看護学科准教授） 
佃 志津子（社会福祉子ども学科准教授） 
学外メンバー 黒澤 永 （埼玉県立循環器・呼吸器病センター） 
儀賀 理暁（埼玉医科大学総合医療センター） 
森住 美幸（埼玉県立がんセンター） 
小菅 由美（埼玉県立がんセンター） 
真鍋 育子（さいたま赤十字病院） 
竹内 潤子（済生会川口総合病院） 
小倉 泰憲（山形大学理学部理学科教授） 
関谷 大輝（東京成徳大学福祉心理学科准教授） 
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プロジェクトＦ 
地域社会で子どもたちを育むための「高齢者・子ども・若者の世代間交流プログラム」の 
実施と評価 
研究リーダー 上原 美子（共通教育科准教授） 
学内メンバー 張 平平 （看護学科准教授） 
松本 佳子（看護学科准教授） 
森田満理子（社会福祉子ども学科准教授） 
黒田真由美（看護学科助教） 
 
 
新規プロジェクト研究会議 
 
日 時：２０１８年２月２１日（水） ９：００～１０：３５ 
場 所：埼玉県立大学 本部棟大会議室 
出席者：江利川理事長 萱場学長 朝日副学長 鈴木研究開発センター長 
助言者：     伊藤学長補佐 上原教授 
プロジェクトＤ：川越教授 田口教授 臼倉准教授 柴山准教授 
プロジェクトＥ：飯岡教授 佃准教授 大場講師 
プロジェクトＦ：上原准教授 張准教授 森田講師 
事務局：    研究・地域産学連携担当 研究開発センター 
内 容： 
１ 開会挨拶（萱場学長） 
２ プロジェクト説明及び意見交換 
（各プロジェクト：発表者による説明、意見交換） 
【ファシリテーター：鈴木研究開発センター長】 
・プロジェクトＦ【発表者 上原准教授】 
・プロジェクトＤ【発表者 川越教授】 
・プロジェクトＥ【発表者 飯岡教授】 
３ 閉会挨拶（江利川理事長） 
 
 
 
－　　－6
資料２ 
 
常勤教員に対する研究活動取り組みに関する調査結果 
 
Ⅰ．調査方法 
調 査 時 期  平成29年5月 
調査対象者  常勤教員158名 
調 査 手 法  質問紙を用いた自記式調査 
調 査 内 容  研究取組に対する思い、研究活動における困難点、FDへの要望 
研究活動時間など 
 
Ⅱ．調査結果の概要 
回収数72部（回収率45.6％） 
 
１．研究活動に対する思い 
常勤教員の回答状況からは、研究活動は楽しいと感じ、また研究活動に取り組む重要度も
高く評価していた。日頃の研究活動に対する満足感については、教授職に比べると、それ以
外の職位はやや低い傾向にあった。 
 
２．研究活動における課題と要望 
研究を実施する上で困難と感じていることは、「研究時間の確保」「業務効率化による研究
時間の確保」「研究にかかわる事務手続き」が上位であった。また、要望するFDは、「研究に
使える技術（分析方法など）の習得」「論文執筆に関する能力を高めること」「研究フィール
ドの確保や開拓」「競争的研究資金の獲得」が上位に挙がっていた。 
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資料３ 
 
埼玉県立大学における研究成果発表の状況 
 
１．3年間（2015年～2017年）の英語論文の掲載状況 
 
１）年度別 （件） 
年度 件数 
2015 62 
2016 48 
2017 43 
 
 
２）学科・科区分別での件数 （件） 
学科・科 2015年 2016年 2017年 
共通教育科 4 7 4 
看護学科 11 8 3 
理学療法学科 15 8 15 
作業療法学科 14 7 3 
社会福祉こども学科 0 0 1 
健康開発学科 18 18 17 
 
 
２．2011年～2016年度に採択された文部科学省科学研究費助成研究の成果報告状況 
 (件） 
研究開始年
課題件数 
（件） 
書籍 
論文 
小計 
原著 原著以外
2011～ 15 2 16 21 39 
2012～ 15 2 34 3 39 
2013～ 15 5 23 13 41 
2014～ 19 4 33 5 42 
2015～ 25 6 29 11 46 
2016～ 20 2 11 8 21 
    計 228 
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資料４ 
 
研究学習会・Café研究ナビの開催 
 
１．Café研究ナビの開催 
担当 飯岡由紀子教授 
 日程 内容 
1回目 6/30（金）12：00－13：00 
・ミニレクチャー「情報メディアの資料作成方法」 
・運営方法について相談 
2回目 7/14（金）12：00－13：00 
・ミニレクチャ 「ー説明上手になるヒント「お絵かき実習」」
・研究相談 
3回目 7/28（金）12：00－13：00 
・ミニレクチャー「サブストラクションの手法を用いた研
究の紹介」 
・研究相談 
4回目 8/25（金）12：00－13：00 
・ミニレクチャー「ランダム化のメリット」 
・研究相談 
5回目 9/22（金）12：00－13：00 
・ミニレクチャー「論文の書き方レクチャー」 
・論文の書き方についての相談 
 
２．Café研究ナビ共同開催・大学院博士前期課程【成人看護援助論】 
 
概 要：D.F.ポーリット＆C.T.ベック著書の「看護研究 原理と方法」を基に、看護研究におい
て基盤となる知識・技術の理解を深める。 
方 法：各章の担当を決め、読みまとめてプレゼンテーションし、その後に討議をする。 
担当者：常盤文枝教授、飯岡由紀子教授、山口乃生子准教授 
スケジュール 
 日時 内容 
1 2017年10月 7日(土) 2限 オリエンテーション 
2 2017年10月14日(土) 2限 2章 質的研究と量的研究における重要な概念と用語 
3 2017年10月28日(土) 2限 4章 研究問題、研究設問と仮説 
4 2017年11月 4日(土) 2限 6章 概念的文脈の開発 
5 2017年11月11日(土) 2限 8章 量的研究のデザイン 
6 2017年11月25日(土) 2限 10章 さまざまな目的に応じた量的研究 
7 2017年12月 2日(土) 2限 11章 質的研究のデザインと方法 
8 2017年12月 9日(土) 2限 13章 標本抽出のデザイン 
9 2018年 1月 6日(土) 2限 16章 観察データの収集 
10 2018年 1月20日(土) 2限 18章 データの質の評価 
11 2018年 1月27日(土) 2限 20章 量的データの分析 
12 2018年 2月10日(土) 2限 23章 質的データの分析 
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第１回地域包括マッチングイベント PR資料
埼⽟県⽴⼤学研究開発センター 川越雅弘
kawagoe-masahiro@spu.ac.jp
埼⽟県⽴⼤学 研究開発センターが果たすべき役割とは
―市町村の地域マネジメント⼒強化への貢献―
1
（内容）
１．⼤学／センターの特徴とは？
２．市町村⽀援に対する基本スタンスとは？
３．市町村⽀援の実績は？
４．我々が⽬指すものとは？
2
１.埼⽟県⽴⼤学／研究開発センターの
特徴とは？
埼⽟県⽴⼤学／研究開発センターの特徴とは？
１．基本理念
陶冶、進取、創発を基本理念として、保健医療福祉に関する教育・研究の中核と
なって地域社会に貢献すること。
２．地域貢献に向けた取り組み（多職種連携⼒の強化を中⼼に）
１）地域専⾨職連携推進会議の開催
地域の医療機関や福祉施設等と連携し、保健医療福祉のネットワーク化を促進。
こすることで地域の課題を解決するための取り組み（県下12地域8エリアで展開）。
２）専⾨職連携を学ぶ講座の開設
専⾨領域を超えて連携した上で利⽤者ニーズに応える⼈材づくりへの貢献。
①専⾨職連携ベーシック／スキルアップ／アドバンス講座
②多職種連携総合課程（全８回）
３．地域貢献に向けた体制構築
⼤学教員の業務は「学⽣に対する教育」が中⼼。そのため、市町村⽀援を⾏うにしても
①委員会の委員就任、②各種研修の開催⽀援、③データ分析⽀援（研究者としての
関わり⽅）などに留まってしまい、伴⾛的かつ継続的な⽀援は実質困難。
⇒市町村⽀援のノウハウを有する教員（＝コンサルタント）を採⽤する形で新設された
のが「研究開発センター」である。 4
２. 市町村⽀援に対する
基本スタンスとは？
市町村への⽀援活動を通じて⾒えてきた課題と⽀援のポイント
5
○保有する様々なデータの使い⽅（計画への反映⽅法）がイメージできていない。
○計画策定の⼿順が⼗分には理解できていない（計画のワークシートを埋めている感じ）
○会議の運営がシナリオ展開⽅式（参加者の意⾒をまとめていく⽅法に慣れていない）
○⾏政職と専⾨職間、部署間に「壁」がある（協働の形で動いていない。⾃分の守備範囲を限定。）
○複数ある事業を網羅的に対応しようとする（例：在宅医療・介護連携の8事業）
○事業を縦割りでとらえているため、各事業間の関連性がみえていない（メリットが理解できていない）
（例：地域ケア個別会議と認知症⽀援策）。
○事業というくくりで考え、それにユーザーを当てはめようとする（事業の継続に無理が⽣じる）。
⾒えてきた課題
○「したいこと」、「困っていること」をインテークした上で、課題解決策を側⾯⽀援する。
（他⼈事から⾃分事への転換が必要）
○ツールを与えるだけでは駄⽬。したいことを踏まえた、ツールの使い⽅に関する⽀援が必要。
○会議運営を「真似る」ための仕掛けが必要（例：ファシリテーターの活⽤）
○職種、部署、職場を超えた、「皆で課題を考える会議」の場の設定と会議運営に関する継続⽀援が
必要→協働することの楽しさを体感させること（成功体験）が必要。
⽀援のポイント
市町村⽀援に対する基本スタンスとは？
１．基本スタンス＝「伴⾛型⽀援」かつ「継続型⽀援」の実現
市町村の「したいこと」「して欲しいこと」に沿った⽀援の展開
⇒単なる「委託受託」の関係ではなく、「協働」の関係性を⽬指す。
相談したい時に、気軽に相談できる体制の確保
⇒メールでの相談に関しては無料で対応する。
調査票の検討段階からの関与による調査の質の担保
⇒調査の質は調査票で決まる。そこで、分析から関わるのではなく、
調査票の検討段階からの関与を原則とする（調査票の設計に
関する相談は無料。調査票の設計だけの相談にも対応可能）。
 どのような委託の形にも対応可能
⇒計画策定全般に対する委託でも、データ分析のみの委託でも
どちらでも対応可能。
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7３. 市町村⽀援の実績とは
8
１. ⼤分県での⽀援活動（H27〜）
医師を交えた地域ケア会議の司会進⾏
既存データの分析
 アンケート調査の⽅法に対するアドバイス
調査票設計に対するアドバイス
各種事業の運営に対するアドバイス
２. 倉敷市での⽀援活動（H28〜）
既存データ分析（市の分析ニーズに基づく分析の実施）
 データ分析⽅法、分析結果の解釈に対する助⾔
計画策定委員会への提出資料の作成⽀援
各種事業の運営に対するアドバイス
３. 国⽴市での⽀援活動（H28〜）
医療計画策定⽅法に対する助⾔
調査票の設計に対する助⾔
調査結果の活⽤⽅法に対する助⾔
これまでの主な市町村⽀援実績（H27以降）
地域ケア会議の実施⾵景
市職員との意⾒交換の実施⾵景
⽀援例1：訪問診療の将来推計⽅法の提案及びデータ分析
9
○医師会にどのように話しをもっていったらよいかわからない（依頼内容を含めて）
○訪問診療の現状も把握できていなければ、将来的な必要量もわからない
（第7期計画策定上の課題でもある）
○医師会から地域ケア会議への参加に対する要望が出ているが、どのように対応すればよいか困って
いる（現在の会議は、平⽇の午前中に実施しているので、同じ枠組みでは対応できない）
市町村が抱えていた課題
（訪問診療の必要量の把握に関して）
①訪問診療は、通院困難者が主対象となるので、重度の要介護者への対策という位置づけになる。
②2025年における重度要介護の在宅療養者の将来推計は、第6期計画で作成しているはず。
③2025年の訪問診療必要者数を知るためには、「在宅療養者に占める訪問診療受給者割合」を
把握し、これに2025年の要介護度別在宅療養者数を掛ければ算出可能（粗い推計）
④問題は、「要介護度別訪問診療受給率をどのように算出するか」。これは既存のデータでは難しいの
で、アンケート調査を⾏う必要がある。
→他の地域（滋賀県）で先⾏して⾏った調査があるので、その調査票と分析結果を紹介。
（地域ケア個別会議への対応に関して）
①医師が参加可能な時間帯での開催が必要。また、医師が参加しやすい事例の選定が⼤事。
②事例検討の結果は、「在宅医療・介護連携推進事業の②課題抽出」に活⽤できるのでは。
③事例としては、①退院事例、②医療ニーズが⾼い事例などが考えられるのでは。
④退院事例の検討には、病院側の関係者（退院調整部⾨、病棟看護師、リハ職、MSWなど）にも
参加要請してはどうか→病院関係者と在宅関係者間の相互理解と連携の促進のために
助⾔／提案内容
10
訪問診療の必要量の将来推計のための調査票の紹介
11
図. 要介護度別にみた訪問診療受給率
分析結果の活⽤の仕⽅の紹介（訪問診療の必要量の推計⽅法）
2.8  4.0  6.3  12.2 
23.8 
45.0 
0%
25%
50%
要⽀援1・2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
総数 要⽀援 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
利⽤者数(⼈) 22,936  3,078  6,391  5,956  3,676  2,390  1,445 
訪問診療受給者数(⼈) 2,385  85  258  374  450  568  650 
訪問診療受給率(％) 10.4  2.8  4.0  6.3  12.2  23.8  45.0 
2025年の訪問診療必要者数の推計⽅法
・Step1：2025年の要介護度別介護サービス受給者数の推計（ﾜｰｸｼｰﾄ）
・Step2： 2025年の要介護度別在宅サービス受給者数の推計（ﾜｰｸｼｰﾄ）…①
・Step3：要介護度別訪問診療受給率の把握（ｱﾝｹｰﾄ調査）…②
・Step4：①×②で算出した要介護別⼈数を合計して、 訪問診療必要者総数を推計
⽀援例2：既存データの分析⽀援（総合事業関連）
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13
⽀援例3：⽣活⽀援体制整備事業でのグループワーク⾵景
グループワークの様⼦
出てきた課題と対応策当⽇の式次第
※⽣活⽀援を進めるための課題のテーマをまず議論。
その後、関⼼のあるテーマに⼿挙げし、グループに分類。 14
包括職員
民生委員
自治会
⽀援例4：住⺠を⼊れたワークショップのファシリテーション
（テーマ：各区で「通える場所」を作っていくために）
４. 我々が⽬指すものとは
－地域マネジメント⼒の強化への貢献－
15
地域包括ケア推進に向けた地域マネジメントの流れ（概念図）
国の施策動向の把握
（市町村に期待される
役割とは何か）
現状分析
・個別事例の検証
・既存データの分析
・アンケート 等
課題解決に向けた
⽅法論の内部検討
関係者を交えた
多職種・多主体会議
・⽣活⽀援「協議体」
・地域ケア推進会議 等
モニタリング
(経過確認)
評価
(現状維持/修正)
会議で⾏うこと
・課題／⽬標共有
・対策の検討
・役割分担の確認
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ内容の
確認と共有
・ｽｹｼﾞｭｰﾙ確認 等
解決すべき
地域課題の抽出
NPO法⼈ 社協 社福法⼈ ⺠間企業 ……
16
生活支援協議体の場合
会議運営能⼒
が求められる
地域包括ケア構築を効果的に展開するためには、⾃治体の地域マネジメント⼒の強化が必須。
そこで、3つの⼒（①地域診断⼒(⼩地域単位)、②多主体会議の運営⼒、③先進地区のノウハウの展開⼒）
の強化を図るため、データ分析⽀援、事業展開⽅法への⽀援、会議運営⼒の強化等を総合的に⾏う。
⾃治体の地域マネジメント⼒の強化に向けて
【⼩地域単位での地域診断】
・⼈⼝・世帯の将来推計
・死亡者数の将来推計(市単位)
・認知症者数の将来推計
・要介護認定率／健康寿命 等
地域診断⼒の強化
図. 買い物困窮者の割合(ツール分析例)
事業展開⼒の強化
基本的視点
図. 先進的取り組み例
先進的取り組みのノウハウの抽出・整理
ノウハウ集の作成（事業ごと）
研修⽅法・内容の検討及び実施、評価
※1.介護予防に関しては、⽼健局の介護予防活動普及展開事業と
連携を図りながら展開していく。
※2.在宅医療・介護連携推進事業につながる「医師を交えた地域ケア
個別会議」は先進事例がないため、⼤分県で試⾏しノウハウ獲得
を図る（認知症者に関する地域ケア個別会議も同様）。
※⽼健局の⾒える化ツールは市町村単位の分析である。本
ツールは、⼩地域(中学校区、⼩学校区、任意)の分析を可
能とするもので、⾒える化ツールの補完的位置づけとなる。
多主体会議の運営⼒強化
テキスト作成／カリキュラム検討
ファシリテーション研修の実施
各⾃治体での実践
専⾨家を交えた振り返り会の
開催
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